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研究成果の概要（和文）：キャパシタとリチウムイオン（Li-ion）電池とを組み合わせた電気自

動車用高速エコパワーサプライシステムを提案し，近未来におけるそれらのコストおよび CO2
排出量を試算した。シミュレーションでは，経済産業省の研究会による提言を参考にして想定

した将来のキャパシタおよび Li-ion 電池のエネルギー密度，入出力密度，およびコストを主要

パラメータとして，2010年現在から 2030年までの電気自動車の年間コストを試算した。また，

経済産業省の電気自動車普及予想に基づき，全国の自家用車が排出する 2100 年までの期間の 1
年あたりのライフサイクル CO2排出量（a-LCCO2）を試算した。今後の技術の進歩を想定した

シミュレーションにより，2030 年にはキャパシタおよび Li-ion 電池のコストは 2010 年現在の

10 分の 1，エネルギー密度は 3 倍，出力密度は 1.4 倍になるので，電気自動車の年間コストは

224,000 円/y，航続距離は 250 km となることを予想した。さらに，電気自動車の普及が 100%
に達すると想定する 2100 年には，a-LCCO2は 18 Mt-C/y と 2007 年現在の 47%まで低下する

ことがわかった。 
 
研究成果の概要（英文）：Annual cost of Electric vehicle (EV) from 2010 to 2030 which 
includes initial cost and running cost was calculated. Annual life-cycle CO2 emission from 
private vehicle (a-LCCO2) by 2100th was calculated based on the expectation of households 
of electric vehicle by the Ministry of Economy, Trade and Industry. Optimum construction 
ratio of Li-ion battery and capacitor for EV was 4:6 in this calculation. Costs of capacitor 
and Li-ion battery, energy density, and output power density will be 1/10, 3 times, and 1.4 
times, respectively, thus, cost and vehicle range of EV will decrease 224,000 yen/year and 
will reach 250 km, respectively, by 2030th. In 2100 which households of EV will be 100%, 
a-LCCO2 will decrease only 18 Mt-C/y. This value is 47% of actual result in 2007. 
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１．研究開始当初の背景 
（1）京都議定書に基づき 2008～2012 年の
平均 CO2排出量を 1990 年比で 6%削減する
ことが義務づけられている我が国の CO2 排
出量を削減するためには，自動車からの CO2
排出量を削減することが急務である。近年，
走行時には CO2 を排出しない電気自動車の
開発が活発化してきている。特に，大容量バ
ッテリ（リチウムイオン，ニッケル水素等）
技術の進歩により，電気自動車の航続距離は
飛躍的に向上している。たとえば，三菱自動
車の「iMiEV（アイミーブ，図 2）」は，16 kWh
のリチウムイオン二次電池を搭載し，160 km
を走行できる。しかし，電気自動車を普及し
て CO2排出量を削減するためには，二つの課
題がある。 
 
（2）一つ目は，バッテリの充電時間と寿命
である。iMiEV を充電するためには，家庭用
電源の場合は 7～14 時間，専用の急速充電器
（開発中）を使用しても 30 分かかる。従来
のガソリン自動車の燃料補給がガソリンス
タンドでの数分の作業で済むことと比較す
ると，両者の利便性の差は歴然である。また，
バッテリの寿命は通常数百～千サイクル程
度とかなり短い。 
 
（3）二つ目は，発電時の CO2 排出である。
電気自動車は走行中には CO2 を排出しない
が，エネルギー源である電力を発電する際に
は，発電所が CO2を排出する。我が国の全電
源平均の CO2排出原単位は約 106 g-C/kWh
であることから，iMiEV の場合は一度の充
電・走行で約 1.7 kg-C/kWh の CO2を排出す
ることになり，必ずしもクリーンとはいえな
い。 
 
 
２．研究の目的 
 
（1）本研究では，高速エコパワーサプライ
システムを構築し，それに基づく電気自動車
の導入シミュレーションを行うことを目的
とした。 
 
（2）高速エコパワーサプライシステムの概
念を図 1 に示す。本システムは，バッテリだ
けではなくキャパシタも搭載した電気自動
車を想定する。キャパシタはバッテリと比べ
て，非常に高速な充放電が可能である。また，
充放電過程に物質の化学反応を伴わないた
め，非常に長寿命（10 万サイクル以上）であ
る。 
 
（3）電気自動車に給電するエコパワーステ
ーションは，燃料電池（FC），太陽電池（PV），

および据付キャパシタを備えていることと
した。エコパワーステーションと電気自動車
とはキャパシタ間で電力を授受するため高
速充電が可能で，充電時間はガソリンスタン
ド並の数分であるとした。 
 
（4）FC を高効率運転するためには，最大電
力点における電圧・電流で動作させる必要が
ある。一方，キャパシタの充電速度は充電電
流によって定まるため，FC から充電する場
合には，充電速度が FC の動作電流に制限さ
れる。また，PV は日射変動により発電電力
および最大電力点が変動するため，単独では
十分なエネルギーを賄えない。 
 
（5）高速エコパワーサプライシステムは，
FC および PV の発電電力を据付キャパシタ
に一旦蓄え，車載キャパシタに送り込むため，
高速充電が可能である。また，FC および PV
で発電するクリーンな電力を電気自動車に
供給するため，CO2 排出量の削減に貢献する
ことができると考えた。 
 
３．研究の方法 
（1）高速エコパワーサプライシステムにお
けるエコパワーステーションおよびキャパ
シタ搭載電気自動車の諸特性（数値モデル）
を用いて，高速エコパワーサプライシステム
を中心とする電気自動車普及社会をシミュ
レーションした。対象とする地域は自動車産
業が集積している愛知県およびその周辺地
域とし，電気自動車の普及率および車載キャ
パシタの性能をパラメータとして，必要とな
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図 1高速エコパワーサプライシステムの概念 



るエコパワーステーションの数，規模，およ
び最適配置を検討した。また，その際に必要
となる社会的コストを計算した。 
 
（2）シミュレーションでは，乗用車数，ス
テーション数，平均走行距離，走行パターン，
車体寿命などのデータを用い，経済産業省の
研究会による提言を参考にして想定した将
来のキャパシタおよびリチウムイオン電池
のエネルギー密度，入出力密度，およびコス
トを主要パラメータとして，2030 年までの電
気自動車の年間コスト（固定費＋燃料費）を
試算した。さらに，経済産業省の電気自動車
普及予想に基づき，全国の自家用車が排出す
る 2100 年までの 1 年あたりのライフサイク
ル CO2排出量（a-LCCO2）を試算した。 
 

（3）電気自動車の走行は 10・15 モードに基
づくと仮定し，充電ステーションの運用をシ
ミュレーションした。また，電気自動車の充
電タイミングは，キャパシタおよび蓄電池の
容量から航続距離および充電時間を算出し，
推定した。 
 
（4）キャパシタおよびバッテリの性能およ
びコストについては，新世代自動車の基礎と
なる次世代電池技術に関する研究会資料（ht
tp://www.meti.go.jp/policy/automobile/LEV/
battery-report.pdf）に基づく研究・開発ロー
ドマップを参考にし，図 2 に示すように変化
することとした。 
 
（5）電気自動車に搭載するキャパシタおよ
びバッテリの総体積を 60 L とし，キャパシ
タが占める比率を 0～80%の範囲で変化させ，
最適な体積比率を検討した。 
 
 
４．研究成果 
 
（1）全回生電力充電運用と一部回生電力充
電運用とを比較すると，全回生電力充電運用
は，一部回生電力充電運用よりも Li-ion 電池
の充放電回数が多いため，その性能劣化がや
や早く進行することがわかった。一方で，活
用される回生電力は 6 倍に，航続距離は 1.5
倍になることがわかった。また，電池の寿命
や航続距離などを総合的に判断すると，
C-Vehicle に搭載するエネルギーバッファは，
キャパシタ：40%，Li-ion 電池：60%の構成が
最適であることがわかった。 
 
（2）図 3 に，電気自動車の年間コストの推
移を示す。同図から，現在は約 80 万円/年で
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（a）エネルギー密度の変化予測 
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（b）入出力密度の変化予測 
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（c）コストの変化予測 

 
図 2 キャパシタおよびバッテリの性能および

コスト変化の予測 
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図 3 電気自動車の年間コストの推移 



ある年間コストは，キャパシタおよびリチウ
ムイオン電池のコストの下落とともに低下
し，2030 年には約 20 万円/年と，ガソリン価
格が 200 円/リットルの場合における従来の
ガソリン乗用車の年間コストを下回ること
がわかる。これは，2030 年にはキャパシタお
よび Li-ion 電池のコストは 2010 年現在の 10
分の 1，エネルギー密度は 3 倍，出力密度は
1.4 倍になることによる。 
 
（3）図 4 に，電気自動車の普及に伴う乗用
車の a-LCCO2，それに含まれる走行時の CO2
排出量（r-CO2）の推移を示す。2007 年現在，
我が国における a-LCCO2は 39 Mt-C/year（そ
のうち r-CO2は 33 Mt-C/year）であるが，電
気自動車の普及率が 50%に達する 2055 年に
は 25 Mt-C/year（同 17 Mt-C/year）と，2007
年の水準から 34%減少する。さらに，電気自
動車の普及率がほぼ 100%に達する 2100 年に
は 12 Mt-C/year（同 2 Mt-C/year）と，2007 年
の水準から 69%減少する。また，a-LCCO2に
占める r-CO2の比率は，2007 年現在は 85%に
達するが，2100 年には 17%まで低下する。 
 
（4）以上のことから，電気自動車およびキ
ャパシタエネルギーシステムを利用した充
電ステーションの導入により，充電時間の短
縮，航続距離の増加，および回生電力の有効
活用が実現できることがわかった。また，
2100 年までには，現在のガソリン乗用車と同
等のコストを実現でき，同時に CO2排出量の
削減も可能であることがわかった。 
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